
資料３:地域資源プラットフォーム 組織形態 

組織形態A 

1 

財団法人 株式会社 

地域資源・環境研究機能 

人材育成機能 

政策提言・連携促進機能 

情報発信・誘客機能 新事業創出機能 

非課税事業 課税事業 発注 

請求 

メリット ・株式発行に大きな資金調達（商社決裁が必要な場合） 
・スピーディーな意志決定 
・緊張感のある経営 
・公益財団を狙う可能性（寄付額の増加） 

デメリット ・株式会社の売上により財団法人の存在が左右される 
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組織形態B 

2 

一般財団法人 

地域資源・環境研究部門 

人材育成部門 

政策提言・連携促進部門 

情報発信・誘客部門 

新事業創出部門 

非課税事業 課税事業 

メリット ・共通の目的意識が生まれる 
・バックオフィス機能の一本化によるコスト減 
・事業部門同士がファイナンス的に助け合える 

デメリット ・経営上の大きな決断があると時間がかかる 


